





































































全世界計 12，321 20，726 47，530 73，885
先進国 9，719 15，304 32，205 62，735
78，88％73．84％67．76％84．91％
アメリカ 1，806 4，923 16，609 31㍉814
EC 5，990 8，317 12，770 23，986
日本 119 101 231 345
カナダ 756 747 57 1，407
スイス 680 1，284
途上国 2，578 5，417 15，325 11，151
20．92％26．14％32．24％15．09％
ラテン・アメリカ 1，404 2，926 4，679 4，257
中東 一495 一361 5，169 1，392
アジア 696 1，536 3，953 4，405
アフリカ 775 847 1，115 878




1981 1982 19呂3 1984 1985 19跣 1987 1988 1989 1990
世界全体 62，391 53，774 48，724 53，708 4呂，26］ 75，738 21，79 岨．η9 9！，蝸 冊，棚
先進国 41，60966．7％28，8225ヨ．脇 33，12368．o％3呂，45571．6％36，21275．o％63，呂384．ヨ％ ㎝，6178冨．4％ ！一，馴1呂5．4毘 64，33ヨ畠5．4毘 副，91384．O毘
アメりカ 25，43040．8％ 3，82625．7％ 1，98724．6％25，55047．脇 9，03039．蝪34，O呂O45．O％58，14047．7毘59，42039．7％70，5603后．㍑ 37，19020．脇
日本 191O．3％ 443o．呂毘 412O．8％ 一10 O．O％ 6401．3％ 230o．ヨ％ 1，1701．o％ 一520O．3究一1，060o．6％ 1，7601．o％
匝C 4，97124．O％ 3，l0824．4％ 4，62430．O究 6，η5 2．6毘 4，22929．5％20，OO宮26．4毘ヨ6，40429．9究53，91636．O路75，27539．1晃88，66949．4％
イギリス 5，9049．5路 5，3ヨ2 9．9％ 5，176o．6％ 一347o．脇 4，7329．8％ 7，3099．7％ 4，1061．6％ 8，2632．2諸28，1654．6毘ヨ3，3928．脇
途上国 20，7呂33．3％24，9546．4％ 5，89232．脇 5，2532呂．4路 2，05025．O晃 1，9005．7毘 4，1791．6路21，9094．6％28，1144．6％28，6456．O％
アフリカ 1，4952，4％ 1，7333．脇1，2072．5路 1，1122．1晃 7491．脇 554o．7％ 1，3681．1％ 1，別1 o、呂路 1，6801．4路 1，197o．7％
アジア 4，2556．呂毘 4，217．8晃 5，134O．5毘 4，5948．6％ 4，呂63 o．1％ 5，7227．脇8，5137．O％ 2，7318．5％ 5，7呂5 8．2％ 8，553O．3晃
ラテン・アメりカ 7，7532．4毘 6，1691．5％ 3，517，2％ ヨ，232 6．o毘 4，o1富 8．3路 3，124．1毘 4，217ヨ．5％ 6，肪8 4．o％ 6，η7 3．5％ 7，3234．1％
その他 8，5923．呂路 4，12326．3％ 6，4633．3冤 6，3151l．8％ 2，4205．O％ 2，5033．ヨ％ 8 o．1％ 1，9191．3毘 2，9221．5％ 1，5η o．9％
参照項目：
産油国 6，556O．5％ 2，4呂923．脇 5，6321．脇5，582lO．4％ 1，η9 3．7％ 1，5262．o％ 一76一〇．1％ 1，㏄8 o．7毘 2，8671．5％ 1，456O．8毘




























































オーストラリア 641 7．3％ 2，3119．4％ 1，2472．2％
カ　　ナ　　ダ 7508．5％ 1500．6％ 2，1003．8％
フ　ラ　ン　ス ⊥ 2，4479．9％ 789 1．4％
日　　　　本 ■ ■ 1，4726．O％ 』
イ　ギ　リ　ス 5，79465．9％ 14141　， 57．5％ 10，05918．0％
ア　メ　リ　カ 90010．2％ 1．7056．9％ 33，70360．4％
そ　の　他 7108．1％ 2，3679．6％ 7，94614．2％
合　　計 8，795 24，593 55，8μ
ポンド建て 4575．2％ 5152．1％ 8，33514．9％
ドル建て 7，78888．6％ 22，89893．1％ 46，29282．9％














































投資額 総ワロー二占め 民間フローに占めるFDlの劃合 るFDlの割合
1960 1．8 19．5％ 72．O％
67 4．3 24．O％ 67．O％
74 3，3 5．0％ 15，5％
75 16，9 20．0％ 47．8％
76 12．O 13．9％ 33．9％
77 13．0 14．7％ 34．4％
78 13．1 13．3％ 30．2％
79 13．8 15，6％ 39．7％
80 11．2 8，7％ 16．9％
81 17．2 12．5％ 23，1％
82 12．8 11．O％ 22．0％
83 9．3 9．8％ 19．5％
84 11，3 13，2％ 35．6％
85 6．6 7，9％ 21．6％
86 11，3 13，8％ 42．3％
87 21．1 22，8％ 62．6％
88 25，3 23．6％ 57．8％
89 30．4 24，7％ 62．9％
























i983 1984 ］985 一986 1987 ］鯛8 1989 1990
総額 39，638 49，078 57，123 92，964 1抑，蹴 170，732 2｝5，η5 理9，211
先進国 38，捌 97．o％ 4B，25498，3％ 55、劉2 97．8毘 91，03697．9完 1甜，髄1 98．脇 1舶，石oo96．4％ 205，91195．5％ 麩o，刑5 96．3％
アメリカ 6，700］6．9％ ll，580昭、脇 ］3，〃O 23．1％ 18，69020」％ 31．04022．1％ 17．8呂o lo．5％ 33，彗99 15．5晃 33，440 14．6究
日本 3，610 9．1％ 5，96⑪ 12．脇 6，4501］．3％ 14，480］5．脇 19，520 13．9％ 盟，凹o 20．o％ 44，160 20．5％ 48，050 21．O％
E　C ］9，脳 49．脇 2］，螂 44．脇 23，3］340．8％ 42，743蝸．o％ 65，O0546．3％ 8］，脳 皇7．6％ 96．445 44．7％ l09，l0947．脇
イギリス 呂，脳 20．脇 7．965捕．2鬼 10，64318、脇 〃，5η 1呂．脇 31，44622．4路 37，31421．9％ 35，5］フ ］6．5％ 2］、497 9．4％
ドイツ 3，1髄 8．o究 4，305 8．脇 4，蝸 8．7毘 ］⑪，㏄3 1o．脇 9，1四 6．5毘 u，3596．7％ H，2086．脇 22，523 9．8％
オランダ 3，棚 9．5琵 4，989Io．2％ 2，712 4．7％ 4，243 4．6％ 8，685 6．脇 6，275 3．㍑ μ，呂50 6．脇 ■，899 5．2％
途上国 1，173 3．O％ 823 1．7％ 1，281 2．脇 1，㈱ 2－1免 2，595 1．9％ 6，132 3．脇 9，814 4．5毘 8，蜥 3．㍑
アフりカ 1明 O．5％ 226 O．5毘 81 o．I鴉 92 〇一脇 146 o．1％ 75 o．o毘 59 o．o毘 52 o．o毘
アジア 290 O．7％ 334 o．7究 956 1．7％ 778 O．脇 1，棚 1．3％ 5，323 3．1％ 8，捌 3．脇 7，500 3．3％
ラテン・アメりカ 302 O．8％ 104 O．2％ 121 O．2％ 657 o．7％ 211 O．2％ 309 o．2毘 70宮 O．3％ 505 o．脇













































































年度 米 中南米 アジア 中近東 ヨーロツパ アフりカ 大言羊州 合　計
19801，596 588 1，186 158 578 139 4484，693（34．O）（12．5） （25．3） （3．4） （ユ2．3） （3．O） （9．5） （100）
81 2，5221，1813，338 96 798 573 424 8，931（28．2）（13．2） （37．4） （ユ．1） （8．9） （6．4） （4．7） （100）
82 2，9051，5031，384 124 876 489 421 7，703
（37．7）（19．5） （18．O） （1．6） （11．4） （6．3） （5．5） （100）
83 2，7011，8781，847 175 990 364 191 8，145
（33．2） （23．1） （22．7） （2．1） （12．2） （4．5） （2．3） （100）
84 3，5442，2901，628 2731，937 326 ユ57 1O，155
（34．9） （22．6） （16．O） （2．7） （19．1） （3．2） （1．5） （100）
549585　　’　　　　（45．0） 2，6161，435 45 1，930 172 525ユ2，217
（21．4）（11．7） （0．4） （15．8） （1．4） （4．3） （100）
86 ユO，441 4，7372，327 44 3，469 309 99222，320（46．8） （21．2〕 （10．4） （0．2） （15．5） （1．4） （4，4） （100）
87 15，3574，8164，868 62 6，576 272 1，41333，364
（46．O） （14．4）（14．6） （0．2） （19．7） （0．8） （4，2） （100）
8822，3286，4285，569 2599，116 6532，66947，022
（47．5） （13．7）（11．8） （O．6） （19．4） （1．4） （5，7） （1CO〕
8933，9025，2388，238 66 14，808 671 4，61867，540
（50．2〕 （7．8〕 （12．2） （O．1） （21．9） （1．0） （6，8） （100）
90 27，1923，6287，054 27 14，294 551 4，16656，911
（47．8） （6．4） （12，4） （O，O） （25．1） （2．O） （7．3） （100）
累計 136，185
40483　　， 47，5193，43159，2655，82618，098310，808




























1985 1986 1987 1988 1989 1990 合計
全体 4，863 5，723 8，513 12，731 15，785 18，553 66，168
シンガポール 1，04722％ 1，71030％ 2，83633％ 3，64729％ 4，2ユ227％ 4，80826％ユ8，26028％
中国 1，65934％ 1．87533％2，31427％ 3，19425％ 3，39321％ 3，48919％15，92424％
マレーシア 69514％ 4899％ 4235％ 7196％ 1，66811％ 2，90216％ 6，89610％
タイ 1633％ 2635％ 3524％ 1，1069％ 1，77711％ 2，37613％ 6，0379％
韓国 2345％ 4358％ 6017％ 8717％ 7585％ 7154％ 3，6145％
インドネシア 3106％ 2585％ 3855％ 5765％ 6824％ 9645％ 3，1755％
フイリピン ユ2 O％ 1272％ 3074％ 9367％ 5634％ 5303％ 2，4754％




韓国 17 93　　3573 103 129 107 1344366474836062842603，29フ
台湾 25 24　　4754 55 103 65 114 291 3673724944464052，813
香1巷 9 105　156329401 563412131 5021，072 1，6621，8981，785 9259，836
シンガポー，レ 9 52　140266 ユ80 322 225339302494747i，902 8406136，3アO
タイ 13 ユ4　　333ユ 94 72 1ユ9 48 124250859L2761，154 8074，867
マレーシァ 14 52　14631 83 140 142 79 158 1633876737258803，607
インドネシァ 49 589　5292，434 410374374408250545 5866311，1051，1938，839
フイリピン 29 149　　7872 34 65 46 61 2ユ 72 ユ34 2022582031，2蝸
中国 12 26 ユ8 3 114 1002261，226 2964383495793，387
N　I　E　S 60 274　3787227391，117 809718］，53ユ 2．5803．2644，9003，355 2，203 22，316






















































インドネシア マレーシァ フイリピン シンガポール タイ
合計（100万ドル） 18，496 1O，8ユ9 2，467 8，140 24，652
日本 19．0 22．8 24．8 38．3 42．O
アメリカ 7．5 4．7 16，2 38．3 10．2
イギリス n．a． 4．8 n．a． n．a． n．a．NIES 28．5 42．4 35．8 n．a、 27．5
韓国 6．4 1，1 1．3 n．a． 2．2
台湾 8．8 30．0 16．8 n．a． 1O．6
香港 9．5 3．8 16．1 n．a． 8．8
シンガポール 3．8 7．5 1．6 n．a． 5．9
中国 n．a． n．a． 3．5 n．a． 5，9














































































鉱山と石油 製造業 その他ヨ 鉱山と石油 製造業 その他ヨ
ア　メ　リ　カ 49．6 27．1 23．3 26．4 34．5 39．1
イ　ギ　リ　ス 12．54 34．O 53．5 2，8’ 54．4 42．8
西　ド　イ　ツ 7．5 85．0 7．5 3，9 72，4 23．7















国　　　　名 指導者 実施年 実施回数 企業数
接収数 割　合 国数 アルジェリア’ Boumedieme1965－1978 33 107
アンゴラ Neto 1975－1978 15 128
ベニン Kerekou 1974 4 10
ビルマ Ne　Win 1962－1983 10 24
チリ Allende 1970－1973 30 46
　　　｛コンコ Ngouabi 1970－1977 10 31
イエメン Robaje 1969－1978 5 30
エジプト Nasser 1956－1967 7 70
エチオピア Mengistu 1975－1978 26 105
ギニア Toure 1959－1979 7 9
インド 1．Gandbi 1967－1975 6 48
インドネシア Sukamo 1957－1965 15 24
イラン Khomeini 1979－1980 17 58
イラク al－Bakr／Hussain1968－1977 7 8
ジャマイカ Manley 1972－1977 7 12
リビア Qadaffi 1969－1974 11 33
マダガスカル Ratsiraka 1975－1978 12 50
モロッコ Hassan 1965－1975 13 30
598 100．00％ モザンビーク Mache1 1975－1980 18 43
ナイジェリア Gowon 1967－1974 7 35
ペルー Ve1asco 1968－1975 28 47
ソマリア Barre 1970 5 10
スリランカ Bandaranaike1971－1976 6 254
スーダン Nimeiri」 1970－1978 13 25
トリニダート・トバゴ Williams 1969－1981 9 10
ウガンダ 0bote 1970 5 9
タンザニア Nyerere ユ963－1978 28 127












































































































































































































































































































































所有権 税 制 交換性 価格管理 履行要求 部門制限 その他 △口 計
一Ve　　＋Ve一Ve 十Ve 一Ve　　＋Ve一Ve　　＋Ve一Ve　　＋Ve一Ve　　＋Ve一Ve　　＋Ve一Ve 十Ve
計 計 計 計 計 計 計 計
．15　．25．45 1，05．30　．80、65　．60．05　．05．05　．30．35　．702．003．75
先進国
．40 1．50 1．10 ユ．25 ．10 ．35 1．05 5．75
．20　1，40 ．40 1．40 0　．80 ．40　．60 0　．20 ．40　1．00 ．60　．802，006，20
新興国
1．60 1．80 ．80 1．OO 、20 1．40 1．40 8．20
．33　．81、43 1．43．33　，81．33　．76．29　．05．10　．76．43　1．002．245．62
途上国
1．14 ユ．86 1，14 ユ．09 ．34 ．86 1．43 7．86
．24　．63．44 ユ．26 ．28　．80．48　．67．15　．07．11　，59．41　．852．114．87
全体























国名 財政措置 開発金融 その他の 双務投資 投資保証
機関 公的支援 条約 機構
オーストラリア 租税条約 ○ O × O
オーストリア 租税条約 × O O ○
ベルギー 租税条約 ○ ○ ○ O
カナダ 租税条約 × × O O
デンマーク 租税条約 O × ○ ○
フインランド 租税条約 ○ × ○ ○
フランス 租税条約 1 ■ ○ O
ドイツ 租税条約 O O O O
イタリア 租税条約 × O ○ ○
日本 租税条約 ○ ○ ○ O
オランダ 租税条約 ○ ○ O O
ニュージーランド 租税条約 × ○ × ○
ノルウェー 租税条約 × ○ ○ O
スウェーデン 租税条約 O × ○ O
スイス 租税条約 × × O ○
イギリス 租税条約 O O ○ ○












































1985 19861987 19881989 1990 1991
アルゼンチン 9 6 0 11 10 20 24
ブラジル 13 3 12 30 13 13 17
チリ 0 1 1 1 3 6 6
コロンビア 10 7 3 2 6 5 4
メキシコ 5 15 32 26 30 26 47
ベネズェラ 1 0 O 1 2 4 18
合計 38 32 48 71 64 74 116
前年比伸び率 33．3一19，1 54．645．5一10．3 18．252．6
（出所）Wor1d　Bank，Wo〃D伽肋ωω1991／92
年の18％から88年の12％へと推移した。このよ
うなトレンドに対して、先進国はどのような対
応をしているのであろうか。
　MIGAの最近の研究によれば四〕、先進国のマ
クロ経済政策の多くは、直接投資に刺激を与え
る目的で使われたのではないが、途上国への直
接投資フローを刺激するために用いられるミク
ロ経済政策は存在する。各国の直接投資を刺激
するための制度をまとめたのが第15表である。
直接投資の規定因については、様々な議論があ
るが、このような投資刺激策は、他の条件が等
しければ、投資立地の選択に影響を及ぼす要因
である珊〕。ホスト国の投資促進刺激策の第一は、
課税制度である。アメリカに例をとろう。アメ
リカの租税政策は、一般に直接投資について中
立であることを意図している。中立というのは、
国内投資と国際投資、先進国への投資と途上国
への投資に差別を設けないという意味である。
これを実現するために、内国歳入庁はアメリカ
の納税者あるいはその在外子会社が外国政府に
支払った源泉税の控除を認めている。このよう
な租税条項の変更は、一般的な課税の公平性等
の理由で行われるのであり、直接投資フローの
規模と方向に影響を及ぼすものではない。しか
し、外国税額控除によって、外国での税引き後
収益率がアメリカ国内でのそれよりも高くなれ
ば、その条項は直接投資に影響を及ぼすことに
なる。したがって、「資本コスト、特に投資の
税制上の取扱は、直接投資に影響を及ぼす政策
決定のうち最も重要な規定因のひとつ」ヨ’〕であ
る。
　第二の刺激策は、公的開発金融供与と情報提
供の制度である・これらの制度は、一国レベル
では公的輸出信用機関や政府開発援助と一体と
なって、国際レベルではIFC，UNIDρなどに
よって担われてい糺公的開発金融機関の機能
は、一般に資金の触媒であ糺途上国の新規プ
ロジェクトに公的機関が少額出資することで、
そのプロジェクトに対する信頼を高め、民問資
金の導入を容易にするのである。
　第三の刺激策は、投資保護の制度であり、双
務投資条約やMIGAによって担われている。
投資条約は、外国投資の保護を通じて、外国投
資化の公平な取扱を保証することで、よりよい
投資環境と民聞経済協力の促進に貢献すること
を企図されている朋〕。
　第四の刺激策は、途上国からの輸出に特恵的
アクセスを認める貿易上の措置である。この措
置は、多国籍企業が輸出目的の生産基地として
途上国を選択するのを促進する。この制度で代
表的なものは、特恵関税制度であり、アメリカ
ではアメリカ関税品目表の806．30／807．OO項目
がある。特恵関税制度の下で、例えばシンガポー
ルは1980年の3億ドルから87年の13億ドルに利
益を増やしたが、そのかなりの部分はアメリカ
企業の手に入ったと思われる。このことは、同
直接投資と発展途上国
Page:18無断転載禁止。　
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第4図1日ソ連・東欧諸国への外国投資
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　　ハ　ル　ポバスチ旧　プ　ガン　　マ1　　ラ1　　キロエ　ソ　　ガル
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（出所）『日本経済新聞』1993年3月26目付。
期間に、アメリカのシンガポール向け直接投資
は10億ドル拡大し、86年のシンガポールの全輸
出の52％はアメリカ在外子会社による輸出で
あった事実から伺える弼〕。アメリカ関税品目表
806．30／807．00項目は、海外で修理、加工、組
立のために輸出された部品類について、再輸入
の際には海外での付加価値部分にのみ課税され
ることを規定している。この優遇措置は、国際
競争カを維持するために労働集約型生産部・門を
途上国に移転したアメリカ企業によって、もっ
ぱら利用された洲。
　以上のような投資刺激策が現実にどの程度の
直接投資を誘発したのかは数量的に確認できな
いが、少なくとも多国籍企業がいかに手庫い保
護を自国政府から与えられているかをこれら刺
激策から知ることができる。
　（2〕ラテン・アメリカと旧ソ連・東欧への直
　　　接投資流入
　さて、最後に途上国向け直接投資の90年代に
入ってからの動向を見ておきたい。まず最初に
注目すべきは、80年代にシェアの低下したラテ
ン・アメリカ向け直接投資が増加し始めたこと
である。前出の第2表とは出所は異なるが、第
16表によれば、90年から91年にかけてラテン・
アメリカ5ヶ国の直接投資流入額は、90年の74
億ドルから91年の116億ドルヘと42億ドル、対
前年比85％の増加となった。これまでASEAN
諸国に投資していたNICs諸国も投資先をこの
地域にシフトさせつつある35〕。増加の背景とし
て 第一に債務負担の軽減があげられる。これ
によって、債務国政府は刺激的経済政策の採用
が可能となり、それが投資家の信頼の回復につ
ながったことから、直接投資の流入が促進され
たのである。第二に、メキシコヘの直接投資が
拡大しているのは、92年8月に基本合意した北
米自由貿易協定（NAFTA）によってメキシコ
の地理的優位が拡大したからであろう。NAF－
TAの基本的目的は、安定した規制の枠組みと
北米市場へのアクセスを供与することによっ
て、多国籍企業による生産の合理化を促進する
ことであるが、まさにこの目的のために、
NAFTAはメキシコに新たな投資機会を産み出
すことになるからである3刮。第三の背景として、
ラテン・アメリカ諸国で経済改革の一環として
推進されている国営企業の民営化がある。民営
化は債務の株式化の手法を用いて行われること
が多いが、これによって外部資金が流入するの
である。1991年中にラテン・アメリカ主要国は、
メキシコ94億ドル、ベネズエラ23億ドル、アル
ゼンチン19億ドル、ブラジル17億ドルの計153
億ドルの売却益をえた3η。
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　92年に生じたもう一つの変化は、旧ソ連・東
欧向け直接投資の急増である（第4図参照）。国
連欧州経済委員会の推計では、92年末時点での
累積投資件数は64，000件で91年末の2．1倍と
なった。東欧の激変が生じた89年末との比較で
は約20倍の増加である。買収や株式取得を除く
累積投資額は、92年末で134億2，000万ドルで90
年末の2．4倍となった。この額はラテン・アメ
リカ6ヶ国の91年の合計を上回っており、決し
てとるに足らない額ではない。直接投資流入の
多いのは、ハンガリー、ポーランド、チェコで、
この3ヶ国で旧ソ連・東欧地域の投資総額の半
分を占めている。進出企業の国籍では、アメリ
カ、ドイッ、イギリス、フランス、イタリア、
オーストリアが中心で、日本企業の投資はまだ
極めて少ないヨ副。
　このように、80年代には閉ざされていたラテ
ン・アメリカ、旧ソ連・東欧向け直接投資の拡
大傾向は、90年代の開発金融としての直接投資
の動向を見る上で重要である。ことに、NICs
諸国のラテン・アメリカ向け投資の拡大は、80
年代のASEAN諸国に代わってラテン・アメリ
カが90年代の直接投資の最大受入れ地域になる
可能性を示唆しているように思われる。
むすびにかえて
　70年代の銀行融資から80年代の直接投資へと
途上国の依存する外部資金は変遷した。言い換
えれば、途上国は依存先を多国籍銀行から多国
籍企業に乗り換えたのである。しかしその転換
は、途上国の主体的選択ではなく債務危機によ
る銀行資金の流入途絶という現実から余儀なく
されたものであった。途上国の外資政策は規制
から積極的誘致へ変化したが、依然として多国
籍企業の投資国に及ぼすマイナスの影響につい
ての懸念は大きい。にもかかわらず、途上国に
とって経済開発のためには多国籍企業に頼らざ
るを得ない現実を直視しなければならない。
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